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TPP問題の現状
　5月末にワシントンでTPP交渉の事務官会議が開催された。しかし農産品関税引き下げ問題や自動車関税引き下げ時期などを巡り交渉が難航し、合意に至らなかった。
　これを受けて6月末に東京で再度事務レベルの日米交渉が行われる。これを基に7月にはシンガポールでTPP閣僚会議が開催され、オバマ政権としては一気に交渉妥結を図り、11月の中間選挙に向けて有利に選挙を展開したい戦略のようである。
　　　　安倍政権はTPPを表に出すと世論の反対も強いため、規制緩和という名目で、米国のかねての要求を受ける方向で動いている。上級職の残業代ゼロ、企業減税、混合医療の承認、薬の店頭販売の拡大、農業への企業進出、遺伝子組み換え食品の表示緩和、知的所有権の期限延長など米国の要求をなし崩し的に受け入れる方向で動いている。有力企業100社以上が後押している米国の「TPPを促進する多国籍企業の会」はTPPを米国のアジア向け輸出の拡大、雇用増大、企業益を目指しており、TPP参加は日本の国益を左右する重大問題を内包している。したがって、日本はTPP交渉妥結を急ぐべきではない。　日本の100年の大計のためにも慎重に行動すべきである。
　　　　米戦略国際問題研究所と並び、近年有力なシンクタンクとしてロビー活動に積極的なピーターソン国際経済研究所（PIIE)は日米の共通の経済問題に関するハイレベルの作業部会を発足させ、TPP交渉についても圧力を強めている。有力メンバーのデニス・ブレアー元国家情報局長官、米太平洋軍司令官は先の笹川平和財団での講演でも日米両国のTPPの早期妥結を訴えている。これらの圧力をいかに乗り越えるか、関係者の努力が問われている。
NSAの盗聴問題
　　　このほど新潮社より出版された『暴露』、日経BP社の『スノーデンファイル』によるとアングロサクソン5か国のいわゆる「Five Eyes」、「Echelon」スパイシステムの地球規模の盗聴のすさまじさが暴露されており、戦慄を禁じ得ない。米国のICT、インターネット企業12社が盗聴に全面的に協力。さらに英国・米国盗聴機関の世界規模での盗聴協力の現状は個人情報収集の人権問題にも発展しかねない驚くべき実態である。
　　　今後、我が国においても個人のみならず企業、政府も盗聴問題に対する真剣な対応が強く望まれる。
　　　NSAは世界で発信されるインターネット、E-メール、携帯電話、電話、画像情報などすべてのメデイア情報を盗聴する世界的システムを構築しており、ほとんどすべての個人、企業、政府情報を盗聴、保存している。よって我々が日頃更交信する情報はすべてNSAに筒抜けになることを認識し、重要な機密情報は暗号などを活用すべきである。興味ある各位には上記2書をぜひ味読いただきたい。
